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神奈川県ネット・ゼロ・エネルギー・ビル導入事業公募要領 

 

１ 事業の目的 

「かながわスマートエネルギー計画」の基本政策の一つである「情報通信技術（ＩＣＴ）を活

用した省エネ・節電の取組促進」に向け、年間の一次エネルギー消費量が正味（ネット）でゼ

ロとなる建築物（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ））の実現に資する設備等を導入

する取組みを支援することにより、その普及を促進します。 

 

２ 事業の要件 

(1) 対象となる事業 

新築にあっては建築物の建築主が、既築にあっては建築物の所有者が実施する、建築物全

体の設計一次エネルギー消費量を、再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量か

ら 50％以上削減するために、神奈川県内の民生用の建築物にＺＥＢの実現に資する設備等を導

入する事業とします。 

なお、設備等の導入のための設計を含めることができます。 

(2) 対象となる建築物 

 オフィスビル、病院･福祉施設、学校、デパート･スーパーマーケット等、以下の「対象外建

築物の例」に示す『工場等』、『住宅』に属していない建築物とします。ただし、賃貸集合住

宅（寮、寄宿舎含む）は、建築物の省エネルギー計算ができる場合には、対象となる建築物と

して扱います。また、対象は原則建築物全体とし、テナント部分のみは対象となりません。 

 

 

対象外建築物の例  

建築物用途 具体例 

工場等 工場、畜舎、自動車車庫、自転車駐車場、倉庫、卸売市場、火葬場等 

住宅 戸建住宅、分譲マンション、別荘等 

 

(3) ＺＥＢの実現に資する設備等 

 補助の対象となるのは以下の設備等です。 

ア 必ず導入するもの 

太陽光発電システム 

   (ｱ) 太陽電池を利用することにより太陽光を受けて発電し、自己の事業の用に供するために

（余剰売電可、全量売電不可）必要なエネルギーとして供給する設備をいいます。 

建築物用途 具体例 

事務所等  事務所等  

ホテル等  ホテル、旅館等  

病院等  病院、老人ホーム、身体障がい者福祉ホーム等  

物品販売業を営む店舗等   百貨店、マーケット等  

学校等  
小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、専修学校、

各種学校等  

飲食店等  食堂、喫茶店等  

集会所等  

図書館等  図書館、博物館等  

体育館等  
体育館、公会堂、集会場、ボーリング場、劇場、アスレチック

場、スケート場、浴場施設、競馬場又は競輪場等  

映画館等  映画館、カラオケボックス、ぱちんこ屋等  
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(ｲ) 対象となるシステムは全て未使用品かつ、再生可能エネルギーの固定価格買取制度に基

づく設備認定を受けられるものとします。（ただし、有機系材料による薄膜太陽電池を利用

する場合はこの限りではありません。薄膜太陽電池は、次のいずれかの要件を満たすものを

いいます。） 

・ 発電セルは、半導体層が10μm以下であること 

・ モジュールは、フレキシブル性を有する又は曲面加工が可能であること 

・ 荷重が10kg/㎡以下（架台等に必要な部材を含む）であること 

イ 対象とする建築物に導入済みでない場合は必ず導入するもの 

ＢＥＭＳ 

      本事業におけるＢＥＭＳとは、業務用ビル等において、熱源（冷凍機、ヒートポンプ、冷

却塔等）、ポンプ、照明等の計量区分ごとにエネルギーの計量･計測を行い、データを収集･

分析･評価できるエネルギー管理体制を整備できるものをいいます。 

ウ 任意に設置するもの 

(ｱ) 省エネルギー性能の高い空調設備、換気設備、照明設備、給湯設備等 

(ｲ) 高断熱外皮 

(ｳ) 太陽光発電システム以外の再生可能エネルギー設備 

 

※補助対象とする設備等については、省エネルギー性能が高いこと・高断熱であることを証明

する資料を提出してください。 

 

 (4) 設計一次エネルギー消費量を、再生可能エネルギーを除き、基準一次エネルギー消費量か

ら50％以上削減 

一次エネルギー消費量は、次のいずれかの基準（以下「平成28年基準等」といいます。）

に基づき計算される、空調設備、換気設備、照明設備、給湯設備、昇降機等のエネルギー消

費量の合計からエネルギー効率化設備（コージェネレーション）による創エネルギー量を引

いたものとします。 

平成28年基準等で算出される基準一次エネルギー消費量から、一次エネルギー消費量を

50％以上削減する計画であることが必要です。なお、空調設備、換気設備、照明設備、給湯

設備、昇降機、エネルギー効率化設備以外の負荷（事務機器･家電・調理器具等の負荷。以下

「その他負荷」といいます。）については削減率の計算から除きます。 

   なお、一次エネルギー消費量の計算については、国立研究開発法人建築研究所、国土交通省

等提供の計算プログラム 

（http://building.app.lowenergy.jp/ 、参考:http://www.kenken.go.jp/becc/）を利用し、

計算に使用したシート他資料も省エネルギー計算書に添えて提出してください。 

ア エネルギーの使用の合理化等に関する法律に基づく「エネルギーの使用の合理化に関す

る建築主等及び建築物の所有者の判断の基準（平成28年経済産業省･国土交通省告示第１

号による改正後のもの）」（平成28年基準） 

イ 平成28年経済産業省･国土交通省告示第１号 附則第２項の規定により、平成29年３月

31日までの間なお従前の例によることとされた「エネルギーの使用の合理化に関する建築

主等及び特定建築物の所有者の判断の基準」（平成25年基準） 

ウ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく「建築物エネルギー消費性能

基準等（平成28年経済産業省･国土交通省令第１号）」（建築物エネルギー消費性能基準

等） 

 

 

３ 事業実施の流れ 

http://building.app.lowenergy.jp/
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(1) 事業計画応募（応募者が事業計画書等の応募書類を県へ提出）     

(2) 事業計画選考（有識者等による選考会の開催など） 

(3) 補助金交付申請、交付決定 

選考された事業計画に則して事業を行う事業者は、別に定める補助金交付要綱に基づき、県に

対して補助金の交付申請手続きを行ってください。この申請に基づき、県が補助金の交付決定を

行い、その後、事業計画に則して補助事業を実施してください。 

 

４ 応募者の要件 

(1) 事業者の構成等 

   応募できる事業者は２に掲げる事業を実施する個人又は法人です。 

複数事業者で応募する場合には、代表して応募する者（以下「代表補助事業者」といいま

す。）を定め、代表補助事業者が事業計画書等を提出していただきます。代表補助事業者以外

の補助事業者を「共同補助事業者」といいます。 

代表補助事業者は新築にあっては対象建築物の建築主、既築にあっては対象建築物の所有

者とします。 

また、設備等の設置工事等の全部または一部を、代表補助事業者または共同補助事業者以

外の事業者に発注する場合には、発注先については、県内に本社または支店等の事務所を有す

る中小企業とするよう努めてください。 

(2) 代表補助事業者の要件 

代表補助事業者は、次に掲げる要件を全て満たしている必要があり、誓約書(第１号様式別

紙６)の提出を以ってその事実を確認します。 

ただし、アについては、県職員が現地調査を行い確認する場合があります。また、コについ

ては、役員等氏名一覧表を提出いただき、記載された情報を神奈川県警察本部に照会し、神奈

川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県条例第75号）第10条に基づく排除措置の対象該当性に

ついて確認しますので、予めご了承ください。 

ア 日本国内に次の各号のすべてに該当する事業所を有し、現に営業の実体を有していること。 

(ｱ) 事務等を執り行う机、椅子その他の事務用什器及び電話等の通信機器、複写機その他の

事務用電子機器が、当該事務所専用のものとして具備されていること。 

(ｲ) 事務所の所在を明らかにした看板や表札が掲示されていること。 

(ｳ) 責任者が配され、特段の事情がない限り常駐していること。 

(ｴ) 営業に係る帳簿類や従業員の出勤簿を備えていること。 

(ｵ) 営業時間中、連絡が取れる体制となっていること。 

イ 事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務状況にあること。（債務超過の状況にない

こと。）  

ウ 過去２年以内に銀行取引停止処分を受けていないこと。   

エ 過去６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出していないこと。  

オ 次の申立てがなされていないこと。  

(ｱ) 破産法第18条又は第19条に基づく破産手続開始の申立て。  

(ｲ) 会社更生法第17条に基づく更生手続開始の申立て。  

(ｳ) 民事再生法第21条に基づく再生手続開始の申立て。  
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カ 債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売開始決

定がなされていないこと。  

キ 県税その他の租税を滞納していないこと。  

ク 神奈川県が措置する指名停止期間中の者でないこと。  

ケ 地方自治法施行令第167条の４の規定に該当する者でないこと。  

コ 次の各号のいずれにも該当しないこと。 

(ｱ) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以

下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。） 

(ｲ) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。） 

(ｳ) 法人にあっては、代表者又は役員のうちに、暴力団員に該当する者があるもの 

 

(3)事業者の区分と留意事項 
ア ＥＳＣＯの取り扱い 

(ｱ) ＥＳＣＯ事業者（共同補助事業者） 

事業実施に当たり、ＥＳＣＯ方式を導入する場合には、ＥＳＣＯ事業者も共同補助事

業者とします。 

(ｲ) ＥＳＣＯサービス料金 

ＥＳＣＯサービス料金から補助金相当分が減額されていること。 

(ｳ) サービス期間 

導入した補助対象設備等は、交付要綱に定められた財産処分の制限期間以上の間使用

することを前提とした契約とすること。なお、ＥＳＣＯ事業者が保有する設備を契約終

了後に代表補助事業者に譲渡する契約も認める。この場合、代表補助事業者は所有権移

転後も、補助対象設備等を補助金の交付目的に従って、その効率的運用を図ること。 

イ リースの取り扱い  

(ｱ)リース事業者（共同補助事業者） 

   事業実施に当たり、リース方式を導入する場合には、リース事業者についても、共同

補助事業者とします。 

(ｲ) リース料金  

リース料金から補助金相当分が減額されていること。  

(ｳ) リース期間  

導入した補助対象設備等は、交付要綱に定められた財産処分の制限期間以上の間使用

することを前提とした契約とすること。なお、リース事業者が保有する設備を契約終了

後に代表補助事業者に譲渡する契約も認める。この場合、代表補助事業者は所有権移転

後も、補助対象設備等を補助金の交付目的に従って、その効率的運用を図ること。  

ウ 割賦販売の取り扱い  

(ｱ) 割賦事業者（共同補助事業者） 

   事業実施に当たり、割賦方式を導入する場合には、割賦事業者についても、共同補助

事業者とします。 

(ｲ) 割賦料金  

割賦料金から補助金相当分が減額されていること。  

(ｳ) 所有権  

割賦期間が終了した際は、速やかに代表補助事業者に所有権移転が行われる契約内容

であること。なお、代表補助事業者は所有権移転後も、補助対象設備等を補助金の交付

目的に従って、その効率的運用を図ること。 

  エ 無償貸与の取り扱い 

 (ｱ) 設備を無償貸与する者（共同補助事業者） 
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   事業実施に当たり、無償貸与方式を導入する場合には、設備を無償貸与する者につい

ても、共同補助事業者とします。 

(ｲ) インセンティブ等 

設置する補助対象設備等に係る補助金相当分を節電実績に応じたインセンティブ等に

補助金相当分を利益還元されること。  

(ｳ) 無償貸与期間  

導入した補助対象設備等は、交付要綱に定められた財産処分の制限期間以上の間使用

することを前提とした契約とすること。なお、設備を無償貸与する者が保有する設備を

契約終了後に代表補助事業者に譲渡する契約も認める。この場合、代表補助事業者は所

有権移転後も、補助対象設備等を補助金の交付目的に従って、その効率的運用を図るこ

と。  

 

５ 応募書類の提出及び提出後のスケジュール等 

 (1) 応募書類の提出期間等 

ア 応募書類の提出期間 

 第１期：平成28年４月26日（火曜日）から平成 28年５月26日（木曜日）17時まで 

※応募を予定されている方（検討中を含みます。）は、必ず平成 28 年５月 16 日（月曜日）

までに、応募を予定している旨を神奈川県産業労働局エネルギー課（電話：045-210-4090）

に ご連絡ください。 

  第２期：平成28年７月頃開始（予定） 

※ただし、第２期については、第１期の段階で、本事業の交付予定総額に達した場合、実施

しません。 

 ※受付は第１期、第２期とも 9:00～12:00、13:00～17:00。土日・祝日・年末年始(12 月 29

日から１月３日)を除きます。 

  イ 質問受付 

    質問専用の問い合わせフォームで受け付けます。 

    URL：https://cgi.pref.kanagawa.jp/ques/questionnaire.php?openid=2000001396 

    ※電話での問い合わせには対応できませんので、ご了承ください。 

ウ ヒアリング 

    応募書類受付後に行います。なお、応募書類事業計画書等の受付時に、個別に日程及び時

間を調整します。 

  エ 選考委員会 

    「７選考」を参照してください。 

  オ 選考結果公表 

(ｱ) 第１期 

    平成 28年６月下旬頃（予定） 

   (ｲ) 第２期 

    随時   

(2) 応募書類の提出方法 

ア 提出書類 

  所定事項を記載して提出してください。必ず所定の様式を使用してください。様式は、エ

ネルギー課ホームページからダウンロードできます。 

(ｱ) 事業計画書（別紙１-１、１-２、１-３、１-４(第１号様式)） 

(ｲ) 補助事業に係る見積書の写し又はこれに代わるもの 

※設備ごとの経費が記載されていない場合には、内訳書を添えて提出ください。 

(ｳ) 国の補助金を受ける場合は、当該補助金交付申請書の写し及び金額の内訳がわかる書類 
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(ｴ) システム概念図（別紙２（第１号様式）） 

(ｵ) エネルギー計量計画図（別紙３（第１号様式）） 

(ｶ) 工事に関する計画図及び説明書（任意様式） 

(ｷ) 省エネルギー計算書（別紙４（第１号様式））又はこれに代わるもの 

※計算に使用したシート他資料も添付のこと 

(ｸ) 仕様等確認書（別紙５（第１号様式）） 

(ｹ) 代表補助事業者が個人の場合は住民票、法人の場合は補助事業者の定款（写し）及び

商業登記簿現在事項全部証明書又は商業登記簿履歴事項全部証明書（コピー不可、発行

日から３箇月以内のもの）又はこれに代わるもの 

※ 事業計画の選考後に代表補助事業者が別に定める補助金交付要綱に基づき補助金の交

付申請手続きを県へ行う際に、補助金の交付申請書の受理日時点で本事業計画書添付の

商業登記簿現在事項全部証明書等が発行日から３ヶ月を経過している場合又は登記事項

に変更が生じている場合には、改めて提出してください。また、複数事業者で応募する

場合には、補助金の交付申請手続きを県へ行う時点で、全ての共同補助事業者の商業登

記簿現在事項全部証明書等及び定款（写し）を提出してください。 

(ｺ) 誓約書（別紙６（第１号様式）） 

(ｻ) 補助事業を実施する建築物の登記事項証明書（建築物を新築する場合は建築確認済証）

（写し）又はこれに代わるもの 

(ｼ) 補助事業者が法人の場合には直近２会計年度の決算書類又はそれに変わるもの 

  ※ 代表補助事業者の直近２会計年度（前期、前々期）の決算財務諸表（損益計算書、

貸借対照表、キャッシュフロー計算書、株主資本等変動計算書のうち、作成している既

存の文書。新たに作成していただく必要はありません。） 
(ｽ) ＥＳＣＯ、リース、割賦又は無償貸与により補助対象設備等を設置する場合は、当該
契約書（案） 

(ｾ) ＥＳＣＯ、リース又は割賦により補助対象設備等を設置する場合はＥＳＣＯ料、リー
ス料又は割賦料から補助金相当分が減額されていることを証明できる書類、無償貸与に
より設置する場合は節電実績に応じたインセンティブ等に補助金相当分が利益還元され
ていることを証明できる書類 

(ｿ) その他知事が必要と認める書類（県から指示があった場合に提出してください。） 

※ 補助事業を実施する建築物を新築する場合であって、設計のみ又は設計及び設備導入

を当該年度の補助事業とする場合は(ｻ)の添付は不要です。 

  イ 提出部数 

正本１部、副本９部。 

事業計画書及び省エネルギー計算書又はこれに代わるもの（計算に使用したシート他資料

も含む）を保存したＣＤ－Ｒ１枚を併せて提出してください。 

  ウ 提出方法 

神奈川県産業労働局産業部エネルギー課へ直接、持参してください。郵送等は不可としま

す。持参される前日までに必ずエネルギー課へ来庁日時を電話で連絡してください。 

なお、応募資格を有しない者が申請書を提出する場合や提出された申請書に不備がある場

合は、受理できません。 

  エ 事業計画書の提出後の取扱い 

(ｱ) 事業計画書の変更、差替え、再提出、返却には原則として応じません。 

(ｲ) 事業計画書の著作権は、申請者に帰属します。 

(ｳ) 事業計画書は、申請内容の審査及び審査後の事業運営以外には、使用しません。 

(ｴ) 事業計画書の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権、その他日本国の法

令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている方法等を使用した結果生じた責任

は申請者が負います。 
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６ 選考 

(1) 選考手続 

ア 選考手続 

応募のあった補助金の申請総額が８（4）の予算を超えた場合には、書類選考と事業計画書

等に関するヒアリングを行った後、有識者等で構成する選考委員会を開催し、評価項目ごと

に評価して、合計点が高い順に予算額の範囲内で事業計画を選考します。 

なお、選考結果については、代表補助事業者あてに文書で通知します。 

イ 選考基準 

事業計画は、次の評価項目ごとに評価します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 応募の流れ及び手続きは第１期及び第２期で同様です。 

 

７ 補助金の概要 

  (1)に掲げる補助の対象となる事業の期間内に実施される事業の実施に要する経費に対し、

県の予算の範囲内でネット・ゼロ・エネルギー・ビル導入費補助金を交付します。 

 (1) 補助の対象となる事業の期間 

   平成 28 年度内の事業開始から事業完了までの期間とし、事業開始日は次のとおりとし

ます。 

   事業開始日は補助金を充当する設備等の設置工事の着工。ただし、設計費を補助対象

経費に算入する場合には、補助金を充当する当該設計の着手。また、事業完了日は、補

助事業の実施に関する全ての支払いが完了し、目的物の引渡しを終えた日とします。 

 (2) 補助金の交付を受ける者 

   補助金は、代表補助事業者からの申請に基づき、代表補助事業者に対して交付します。 

 (3) 補助額・補助対象経費 

   補助事業の実施に必要な経費（以下「補助対象経費」といいます。）に補助率 1／3 を

乗じた額（ただし、薄膜太陽電池を設置する費用は、２分の１を乗じた額）で、補助限

度額は次のとおりとします。（千円未満は切り捨て） 

 

 

 

 

評価項目 評価内容 

代表補助事業者の経営状況 代表補助事業者の経営状況は安定しているか 

事業の実施スケジュール 
本事業を着実に実施できるスケジュールが設

定されているか 

補助対象機器の設置工事等を

行う事業者（協力事業者）に

ついて 

県内に本社又は支店等の事業所を有する中小

企業が行うこととしているか 

一次エネルギー消費量の削

減・省エネの取り組みの内容 

事業による一次エネルギーの消費量削減が進

んでいるか。 

先進的な技術・設備を取り入れているか 

理念や事業内容、将来的な展

開等を含めた本事業全体の総

合評価 

将来的な発展性、継続性、モデル事業として

期待される波及効果など、本事業に関する総

合的な評価 
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経費区分 内容 上限額 

設計費 ・ＺＥＢの実現に資する設備等の導入の設計に係る経費 

2,200万円 

 

 

設備費 

 

・ＺＥＢの実現に資する設備等の導入に要する経費 

ＢＥＭＳ、太陽光発電システム、高断熱外皮、空調設

備、換気設備、照明設備、給湯設備、その他ＺＥＢの実現

に資する設備。 

・上記設備等の設置に必要な付帯する設備 

工事費 ・上記設備等の導入のために不可欠な工事に要する経費 

 

ア 国の補助金の交付を併せて受ける場合 

補助事業の実施に際して、補助対象経費にかかる国の補助金の交付を併せて受ける場合は、

当該補助金を控除した経費とします。 

イ 系統連系に要する費用（補助対象外経費） 

電力会社との接続協議費用や工事負担金、連系諸設備の費用等は補助対象外経費とします。 

ウ 消費税及び地方消費税相当額の扱い 

補助対象経費は、消費税及び地方消費税相当額を控除した経費とします。 

(4)補助金の交付予定総額（予算額） 

 22,000千円 

(5)翌年度も継続して事業を実施する場合の取り扱い 

県において翌年度も本補助金の予算措置がなされた場合には、翌年度に同年度分の補助金申

請を行うことも可能です。 

 (6)県の他の補助金との取り扱い 

本補助金は、県の他の補助金との併用はできません。 

※本補助金の補助対象設備等に補助対象が及ばない補助金との併用については、この限りで

はありません。 

 

８ 留意事項（補助金の取消等） 

 (1) 実施結果の報告 

事業完了の日から２箇月を経過した日（ただし、当該期日が土日・祝日・年末年始(12 月 29

日から１月３日)にあたる場合はその前日）と平成 29 年４月 28 日（金曜日）のいずれか早い

期日までにネット･ゼロ･エネルギー･ビル導入費補助金実績報告書（第 12 号様式）により報告

を行ってください。 

(2) 補助金交付決定の取消等 

補助金の交付決定後、次の事項が判明した場合には、補助金の交付の決定の全部又は一部を

取り消し、既に補助金が交付されている場合は補助金の返還を命じます。 

なお、詳細は別に定める交付要綱を参照してください。 

  ア 申請書類の虚偽記載 

    提出された申請書類に虚偽の記載があり、補助金の交付決定に影響を及ぼしたと認められ

る場合 

  イ 申請された補助事業の内容と実施状況の差異 

    申請された補助事業の内容と、現に締結された補助事業に係る契約等の内容が、交付要綱

及び本公募要領で課した要件を逸脱しており、事業目的の達成が困難であると認められる場
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合（内容の軽重に鑑み、是正指導又は補助金の交付決定の取り消し） 

  ウ その他 

    補助金の交付条件に違反する場合など 

(3) ＺＥＢの完成義務 

   補助金の交付決定後、補助事業を実施した場合は、翌々年度までに補助の対象としたＺＥＢ

を完成しなければならず、完成しないときは、交付した補助額に相当する額の納付を請求する

ことがあります。 

なお、詳細は別に定める交付要綱を参照してください。 

 

９ 採択案件の公表について 

採択後、採択した分については事業者名、事業概要等を県ホームページ他にて公表します。 

なお、当該補助事業者の財産上の利益、競争上の優位等を不当に害するおそれのある部分につい

ては、当該事業者が申し出た場合は原則公開しません。 

 

１０ 問い合わせ先、ホームページアドレス（ＵＲＬ） 

神奈川県産業労働局産業部エネルギー課 

住所 〒231-8588  横浜市中区日本大通１ 神奈川県庁本庁舎５階 

電話 045-210-4090（直通） 

「神奈川県ネット・ゼロ・エネルギー・ビル導入事業」ホームページ 

URL：http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f417702/p942669.html 

※事業内容に関する質問は、本公募要領５(1)イの方法によってください。 

 

 

 

 

 

 

http://www.pref.kanagawa.jp/


別紙１－１（第１号様式）

応募者 （名称）

（所在地）

（代表者職名・氏名）

１　申請者の概要等

２　補助事業の概要建築物の概要

㎡

階 年 月

階

３　補助事業の概要

□あり（補助金名： ）

※ 該当するものにチェック（レ）を入れること。

設
備
等
の
導
入
方
法
等
※

□余剰　□売電しない売電方式※

その他
（ESCO等）

既設
未使用品の

購入

□ □ □（　　）

□ □ □（　　）

□28年度
□29年度以降

□28年度
□29年度以降

□28年度
□29年度以降

□28年度
□29年度以降

□ □ □（　　）

□ □ □（　　）

□ □ □（　　）
その他ZEBに
資する技術

照明設備

給湯設備

□28年度
□29年度以降

□28年度
□29年度以降

BEMS

太陽光発電
システム

高断熱外皮

空調設備

換気設備

□ □ □（　　）

□ □ □（　　）

□ □ □（　　）

□28年度
□29年度以降

□28年度
□29年度以降

□28年度
□29年度以降

□28年度
□29年度以降

□28年度
□29年度以降

□28年度
□29年度以降

□28年度
□29年度以降

□28年度
□29年度以降

□28年度
□29年度以降

□28年度
□29年度以降

国の補助金の
申請(予定)の
有無※

□なし

補助事業の目的及び内容

設置完了予定設置着手予定

建築物用途

構造 延床面積

階数
地上 竣工年月

地下

事業着手予定日 平成　　年　　月　　日 事業完了予定日 平成　　年　　月　　日

連絡先メールアドレス

建築物名称

建築物所在地

事業計画書

担当部署・担当者名

連絡先電話番号

連絡先ＦＡＸ番号

代表者 

之印 



別紙１－１（第１号様式）

４　補助金所要額

５　導入効果　

昇降機

太陽光発電

コージェネ

効率化
設備

その他

合計削減率

設計

創エネ含む 創エネ除く BEI
削減量
(MJ/年)

空調

換気

照明

給湯

削減量
（GJ/年）

削減率
(%)

PAL*(MJ/㎡年)

基準値

計算値

費用対効果（円/GJ・年）

補助事業に要する経
費/削減量

補助対象経費/削
減量

基準

原単位（MJ/㎡年）

合計

設備用途別　一次エネルギー削減量
基準一次エネルギー削減量･削減率

（その他を除く）

設備費

工事費

設計費

（円）

補助事業に要す
る経費

うち補助対象経
費（ａ）

ａのうち
国の補助額

（ｂ）

算出額
（a-b）×1/3

補助額



別紙１－２（第１号様式）

６　ＺＥＢの省エネ技術

（１）建築物のエネルギー特性（既築は現状を含め記述）

（２）ＺＥＢ実現のコンセプト

（３）システム制御技術

1

2

3

4

5

（４）ＺＥＢ実現の省エネシステム

1.建築物（外皮）
性能の向上

2.内部発熱の削減

3.省エネシステム･
高性能機器設備の
導入

4.創エネルギーの
導入･その他

※補助対象とする設備名称等（型式、台数等）は明確に記載してください。

（５）システム制御技術及び省エネシステム数

　本項目の記載は、経済産業省の「住宅･ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業費補助金（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事
業）」の申請書類のうち「ＺＥＢ技術概要書」の添付により、記載を省略することができます。

　□「ＺＥＢ技術概要書」を添付する　　⇒　本項目の記載を省略できます
　□「ＺＥＢ技術概要書」を添付しない

チューニング等運用時への展開

内部発熱の削減建築物（外皮）性能システム制御技術 省エネシステム･高性能機器 創エネルギー

能力・規模

負荷コントロール

建物間統合制御システム

設備間統合制御システム

設備と利用者間連携制御システム

名称 有・無 概要

ZEBの省エネ技術 汎用性・先進性・省エネ性 区分技術名

既存

新規

合計



別紙１－３（第１号様式）

７．システム提案概要



別紙１－４（第１号様式）

８．事業実施工程

補助事業（全体）の開始及び完了予定日

　開始年月日 年　　月　　日

　完了年月日 年　　月　　日

補助事業（当該年度）の開始及び完了予定日

　開始年月日 年　　月　　日

　完了年月日 年　　月　　日

スケジュール表＜平成28年度＞

スケジュール表＜平成29年度以降＞

平成29年度 平成30年度

１月 ２月 ３月６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月



別紙２（第１号様式）

・補助対象は赤でマーキングし、省エネシステムのほかにシステム制御技術についても記入する。

・既存システムのままの場合には、「導入前」に記入し、「導入後」は記入しない。
・新築は、「導入後」欄を拡大して記入する。

システム名：

システム概念図

（注）

導入前

導入後



別紙３（第１号様式）

（注） ・熱源（冷凍機、ヒートポンプ、冷却塔等）、ポンプ、照明、コンセント等の計量区分ごとにエネルギー計算

　できること。

・事業の状況に応じて実施内容を充実させる。

エネルギー計量計画図



別紙４（第1号様式）

※1　太陽光発電は、全量　計算に含める。

※2　ウェブプログラムのPAL*、一次エネルギー消費量計算所、根拠となるデータ等、必要な計算書を添付する。

省エネルギー計算書の根拠　

空　　　調 ESAC EAC

設備用途区分
基準一次エネルギー消費量

ＭＪ/年　（Est）
設計一次エネルギー消費量

ＭＪ/年　（Et）
削減量
ＭＪ/年

削減率 BEI

EVESV換　　　気

給　　　湯 ESW EW

照　　　明 ESL EL

- ES2 -

昇　降　機 ESEV EEV

エネル
ギー利用
効率化設

備

太陽光発電　※ - ES1

合計

太陽光発電と
その他を含む - -

太陽光発電を考慮せず
その他を除く - -

太陽光発電を含む
その他を除く -

その他

算定方法

-

EM EM

-

-

-

-

-

コージェネ



別紙５(第1号様式)

（申請する建築物の仕様について）

※項目ごとに証明者が異なる場合には、証明者ごとに御記入ください。

※提出いただいた本様式にて、チェックしていない項目がある場合は、不受理とさせていただきますので予めご了承ください。

申請書に添付された書類における仕様に関する全ての記載内容について、以上の内容に相違ありません。

年 月 日

 申請内容にて導入するその他省エネ技術・設備の仕様に間違いがないことを確認している。 □

仕様等確認書

確認欄

 本公募要領及び補助金交付要綱に規定されているＺＥＢの要件を満たす建築物であることを確認している。 □

証明者名
設計士又は

エネルギー管理
士等

印

 申請内容にて導入する太陽光発電システムの仕様に間違いがないことを確認している。 □

平成

 申請内容にて導入する、もしくは既設置のBEMSの仕様に間違いがないことを確認している。 □



（個人用） 

 

別紙６（第１号様式） 

 

誓約書 

 平成 年 月 日 

 神奈川県知事 殿 

 

郵便番号 

住 所  

フリガナ 

氏 名              印 

生 年 月 日  T．S．H  年  月  日生 

性   別  男 ・ 女 

 

 

神奈川県ネット・ゼロ・エネルギー・ビル導入事業公募要領に基づく、事業計画書の提出に

あたり、以下の事項について相違ないことを誓約し、万一、誓約した内容が事実と異なる場合

には、事業計画書の提出を取り下げます。 

 

１ 事業計画書に基づく事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財政能力を有すること。 

２ 過去２年以内に銀行取引停止処分を受けていないこと。 

３ 過去６か月以内に不渡り手形又は不渡り小切手を出していないこと。 

４ 次の申立てがなされていないこと 

 (1) 破産法第 18 条の規定による破産手続開始の申立て 

 (2) 民事再生法第 21 条の規定による再生手続開始の申立て 

５ 債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続

の開始決定がなされていないこと。 

６ 県税その他の租税を滞納していないこと。 

７ 神奈川県が措置する指名停止期間中の者でないこと。 

８ 地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当する者でないこと。 

９ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年 法律第 77 号第

２条第６号に規定する暴力団員をいう。）に該当する者でないこと。 

 



（法人用）  

 

別紙６（第１号様式） 

 

誓約書 

 平成 年 月 日 

 神奈川県知事 殿 

 

法人の名称 

所 在 地 

代表者職名・氏名           印 

電 話 番 号 

 

神奈川県ネット・ゼロ・エネルギー・ビル導入事業公募要領に基づく、事業計画書の提出に

あたり、以下の事項について相違ないことを誓約し、万一、誓約した内容が事実と異なる場合

には、事業計画書の提出を取り下げます。 

また、代表者又は役員が暴力団員でないことを確認するため、役員等の氏名等について、別

紙「役員等氏名一覧表」により提出し、記載された情報を神奈川県警察本部に照会することに

同意します。 

 

１ 日本国内に、次の各号のすべてに該当する事業所を有し、現に営業の実体を有している

こと。 

(1) 事務等を執り行う机、椅子その他の事務用什器及び電話等の通信機器、複写機その他

の事務用電子機器が、当該事務所専用のものとして具備されていること。 

(2) 事務所の所在を明らかにした看板や表札が掲示されていること。 

(3) 責任者が配され、特段の事情がない限り常駐していること。 

(4) 営業に係る帳簿類や従業員の出勤簿を備えていること。 

(5) 営業時間中、連絡が取れる体制となっていること。 

２ 事業計画書に基づく事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財政能力を有すること。 

３ 過去２年以内に銀行取引停止処分を受けていないこと。 

４ 過去６か月以内に不渡り手形又は不渡り小切手を出していないこと。 

５ 次の申立てがなされていないこと 

 (1) 破産法第 18 条又は第 19 条の規定による破産手続開始の申立て 

 (2) 会社更生法第 17 条の規定による更正手続開始の申立て 

 (3) 民事再生法第 21 条の規定による再生手続開始の申立て 

６ 債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続

の開始決定がなされていないこと。 

７ 県税その他の租税を滞納していないこと。 

８ 神奈川県が措置する指名停止期間中の者でないこと。 

９ 地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当する者でないこと。 

10 次の各号のいずれにも該当しないこと 

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年 法律第 77 号。

以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。） 

(2) 代表者又は役員のうちに、暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）

に該当する者があるもの 

 

 

 

 

□ 担当者連絡先 

  所属 

  氏名 

  電話番号 

  ＦＡＸ番号 

  Ｅ-maiｌ 



（法人用）  

 

 

役員等氏名一覧表 

  

平成  年  月  日現在 

役職名 氏 名 氏名のカナ 
生年月日 

(大正Ｔ,昭和Ｓ,平成Ｈ) 

性別 
(男･女 ) 

住 所 

代表者  

  
T 
S 
H .  .  

  
 

   
T 
S 
H .  .  

  

   
T 
S 
H .  .  

  

   
T 
S 
H .  .  

  

   
T 
S 
H .  .  

  

   
T 
S 
H .  .  

  

   
T 
S 
H .  .  

  

   
T 
S 
H .  .  

  

   
T 
S 
H .  .  

  

   
T 
S 
H .  .  

  

   
T 
S 
H .  .  

  

   
T 
S 

H  
  

記載された全ての者は、代表者又は役員のうちに暴力団員に該当する者がいないこと

を確認するために、本様式に記載された情報を、神奈川県警察本部に照会することにつ

いて、同意しております。 

 

所 在 地 

法人の名称 

代表者職・氏名           印 

 

別 紙 


